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経営セーフティ共済（倒産防止共済） 001

この制度は…（5秒でわかる結論）

① 制度の概要

取引先が倒産したときに、無担保・無保証人で借入れができる国の制度（運
営：中小機構）です。毎月の掛金（月5千円〜20万円）を全額経費にでき、
総額800万円まで積み立てられます。万一への備えと利益の調整を兼ねられ
るため、中小企業で広く使われています。

② 適用要件

③ 向いている人・向かない人

◎ 向いている

△ 向かない

④ 税務効果

効果の種類
繰延

現金支出
あり

出口課税
あり

金額の目安：年間最大240万円まで経費化（効果が出る時期＝支払った年
度）
※前納期間が1年以内であれば、決算月に支払った前納掛金も当期の経費にできま
す

⑤ 制度の特徴

⑥ 注意点・リスク

⑦ 出口

解約して戻ってきたお金は、全額がその年の利益になり、税金がかかりま
す。つまり「いつ解約するか」がすべてです。
赤字が見込まれる年度
大きな設備投資をする年度
役員退職金を支払う年度
など、同じくらいの経費が出るタイミングに合わせて解約しないと、税金が
ただ後回しになっただけで終わります。

⑧ よくある誤解

×「800万円の節税ができる制度」
○ 800万円まで利益を「後回し」にできる制度

×「掛金は戻ってくるから絶対に損しない」
○ 戻ってきたお金には税金がかかる。40か月未満の解約は元本割れも

⑨ 判断のポイント

利益が安定し、解約時期まで見据えられる会社に有効。出口を考えずに入る
と単なる税金の先送りで終わります。

本資料は制度の概要をまとめたものです。実際の適用にあたっては、必ず担当者にご相談ください。（2026年7月現在の制度に基づく） 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 経 営 者 向 け 　 ─ 　 A .  共 済 ・ 退 職 金 ・ 年 金 系 （ 積 立 型 ）

取引先の倒産に備えながら、掛金を経費にできる国の共済制度

N o .

利益を将来へ「繰り延べたい」会社向け✓
積立型（40か月未満の解約は元本割れ）✓
出口（解約時の課税）まで含めた設計が必須✓

1年以上事業を続けている中小企業・個人事業主・
資本金または従業員数が業種ごとの基準以下（例：製造業なら資本金3億
円以下 または 従業員300人以下）

・

開業1年未満の方は加入できません・

毎年安定して利益が出ている会社・
今期だけ大きな利益が出た会社・
積立を続ける資金の余裕がある会社・

資金繰りに余裕がない会社・
数年以内に解約する予定の会社・

積立型（掛金に応じた解約手当金を受け取れる）・
40か月以上続ければ解約時に100％戻る・
12か月未満の解約は1円も戻らない・
積立総額の上限は800万円・
取引先の倒産時：掛金総額の10倍を限度とする無利子の共済金貸付けあり
（※無利子ですが、借入額の10分の1相当の掛金の権利が消滅します）

・

通常時：解約手当金相当額の範囲内で有利子の一時貸付金あり・

早く解約すると元本割れします（40か月未満）・
お金は出ていくので、手元資金は減ります・
経費にするには申告時に所定の書類添付が必要。漏れると経費として認め
られないおそれがあります

・

解約後に再加入はできますが、解約日から2年間に支払う掛金は経費にで
きません（2024年10月以後の解約分から）

・



経営セーフティ共済（倒産防止共済） 001

1. 根拠条文・通達

※条文番号は最新の法令で要確認

2. 必要書類・必要手続

※様式名・番号は使用年度版で要確認。添付漏れ＝損金算入否認のリスク

3. 実務処理

※Bは決算書の見栄えを落とさずに済むため金融機関対応がある顧客向け

4. 税務調査での確認ポイント

5. 実務上のワンポイント

6. 関連制度

更新管理　最終確認日：2026年7月／確認者：＿＿＿＿＿／次回確認予定：税制
改正大綱公表後

※条文番号・別表様式・上限額等は改正の可能性があるため、年1回の棚卸しを推奨

内部資料（顧客配布不可）。個別事案への適用は必ず最新の法令・通達を確認のこと。 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 職 員 向 け  資 料 編 　 ─ 　 A .  共 済 ・ 退 職 金 ・ 年 金 系 （ 積 立 型 ）

実務処理・根拠条文・調査対応のための内部資料

N o .

中小企業倒産防止共済法・
措法66条の11（法人）／措法28条（個人）・
令和6年度改正：解約後2年間の損金不算入措置・

加入時（顧客）：加入申込書、商業登記簿謄本、確定申告書控、納税証明
書 等

・

申告時（事務所）：別表十（〇）「特定の基金に対する負担金等の損金算
入に関する明細書」及び適用額明細書の添付が必須

・

パターンA：倒産防止共済掛金・支払保険料等の費用科目で処理・
パターンB：保険積立金・長期前払費用等で資産計上し、別表で減算調整・

明細書の添付有無（過年度含む）・
掛金の支払時期と損金算入時期の対応・
解約返戻金の益金計上漏れ・
再加入後2年以内の掛金の損金算入誤り・
資産計上パターンの場合の別表調整の連続性・

40か月到達日を顧客ごとに管理する（解約提案のタイミングに直結）・
解約→再加入プランは2年間の損金不算入を織り込んで提案する・
共済金貸付けは掛金の権利が1/10消滅する点を必ず事前説明する・
解約提案は退職金設計・設備投資計画とセットで行う・

小規模企業共済（No.002・役員個人の積立・併用可）・
中小企業退職金共済（No.003・従業員向け）・
解約出口として：役員退職金、設備投資・



小規模企業共済（法人役員向け） 002

この制度は…（5秒でわかる結論）

① 制度の概要

小規模企業の経営者・役員・個人事業主が、自身の退職金を準備するための
国の共済制度です（運営：中小機構）。掛金は月1千円〜7万円で、その全額
が役員個人の所得から控除されます。会社の経費になる制度ではなく、経営
者個人の税負担を軽くする制度です。

② 適用要件

③ 向いている人・向かない人

◎ 向いている

△ 向かない

④ 税務効果

効果の種類
所得控除

現金支出
あり

出口課税
あり

効果の目安：年間最大84万円が役員個人の所得控除（小規模企業共済等掛金
控除）
※法人税ではなく役員個人の所得税・住民税を減らす制度。出口で退職所得控除等
を利用できる場合、受取方法によっては税負担を抑えられます

⑤ 制度の特徴

⑥ 注意点・リスク

⑦ 出口

受け取り方によって税金の扱いが変わります。
一括受取：退職所得（退職所得控除が使え、税負担が軽い）
分割受取：公的年金等の雑所得
任意解約手当金：原則として一時所得。ただし年齢や請求事由により退職所
得となる場合があります
掛金を払うときに所得控除で税金が軽くなり、受け取るときに課税されま
す。退職所得控除等を利用できるため、受取方法によっては税負担を抑えら
れます。

⑧ よくある誤解

×「会社の経費になる制度」
○ 役員個人の所得控除。法人の損金にはならない

×「いつ解約しても得」
○ 任意解約は20年未満で元本割れ。受取事由で有利不利が大きく変わる

⑨ 判断のポイント

役員個人の税負担を抑えつつ退職金を作れる制度。受取事由による有利不利
の差が大きく、出口の設計が重要です。

本資料は制度の概要をまとめたものです。実際の適用にあたっては、必ず担当者にご相談ください。（2026年7月現在の制度に基づく） 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 経 営 者 向 け 　 ─ 　 A .  共 済 ・ 退 職 金 ・ 年 金 系 （ 積 立 型 ）

経営者自身の退職金を、掛金を所得控除しながら積み立てる国の制度

N o .

役員個人の所得税を抑えながら退職金を作りたい経営者向け✓
個人の掛金が全額所得控除（会社の経費ではない）✓
受取事由・受取方法により退職所得、公的年金等の雑所得又は一時所得として課税✓

常時使用する従業員数が業種ごとの基準以下の小規模企業であること
（例：商業・一定のサービス業は5人以下、製造業・建設業・宿泊業・娯
楽業等は20人以下）

・

会社役員の場合は、小規模企業の経営に携わる役員であること・
従業員数が基準を超えると新規加入できません・

役員報酬から毎月積立の余裕がある経営者・
退職金の受け皿を個人で作りたい経営者・

短期間で解約する可能性が高い方・
従業員数が基準を超える規模の会社の役員・

掛金は役員個人が支払う（会社の損金ではない）・
掛金は月1千円〜7万円の範囲で変更可能・
掛金の範囲内で低利の貸付制度あり・
任意解約は20年（240か月）未満だと元本割れ・
掛金を増減した場合は掛金区分ごとに納付月数を計算するため、全体で20
年以上でも元本割れすることがある

・

任意解約より共済金等の受取の方が有利となる場合がある・

任意解約は240か月未満で元本割れします・
掛金の増減で納付月数の計算が区分ごとになり、思わぬ元本割れの原因に
なります

・

受取事由（退任・廃業・任意解約）によって受取額と税金の扱いが大きく
変わります

・



小規模企業共済（法人役員向け） 002

1. 根拠条文・通達

※条文番号は最新の法令で要確認

2. 必要書類・必要手続

3. 実務処理

4. 税務調査での確認ポイント

5. 実務上のワンポイント

6. 関連制度

更新管理　最終確認日：2026年7月／確認者：＿＿＿＿＿／次回確認予定：税制
改正大綱公表後

※条文番号・別表様式・上限額等は改正の可能性があるため、年1回の棚卸しを推奨

内部資料（顧客配布不可）。個別事案への適用は必ず最新の法令・通達を確認のこと。 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 職 員 向 け  資 料 編 　 ─ 　 A .  共 済 ・ 退 職 金 ・ 年 金 系 （ 積 立 型 ）

実務処理・根拠条文・調査対応のための内部資料

N o .

小規模企業共済法・
所得税法75条（小規模企業共済等掛金控除）・
所得税法30条・31条（退職所得・みなし退職所得）・

加入時：契約申込書、役員登記が確認できる書類（履歴事項全部証明書
等）

・

年末調整・確定申告時：掛金払込証明書（毎年11月頃に中小機構から送
付）

・

法人の会計処理は原則なし（役員個人の支払いのため）・
役員報酬から天引きする場合は預り金処理・
年末調整で小規模企業共済等掛金控除として処理・

掛金負担者が役員個人本人か（法人負担になっていないか）・
控除証明書と申告額の一致・
役員の加入資格（小規模企業の経営への関与）の整合性・

法人成りや役員退任のタイミングで受取事由が変わるため、退任予定は早
めにヒアリングする

・

iDeCoとの併用状況、毎月の資金負担、受取時期の重複を顧客ごとに整理
する

・

掛金の増減額の履歴を台帳管理する（区分ごとの納付月数把握のため）・

経営セーフティ共済（No.001・法人側の積立との併用が定番）・
企業型DC／iDeCo（No.004・老後資金の別枠）・
役員退職金規程（法人からの退職金との受取タイミング調整）・



中小企業退職金共済（中退共） 003

この制度は…（5秒でわかる結論）

① 制度の概要

中小企業が従業員の退職金を計画的に準備するための国の共済制度です（運
営：勤労者退職金共済機構）。会社が毎月の掛金を支払い、従業員が退職し
たときは中退共から従業員に直接退職金が支払われます。掛金は全額が会社
の経費になります。

② 適用要件

③ 向いている人・向かない人

◎ 向いている

△ 向かない

④ 税務効果

効果の種類
損金算入

現金支出
あり

出口課税
なし（従業員側では

退職所得として課
税）

効果の目安：掛金全額が損金（従業員1人あたり月5千円〜3万円）
※会社に戻らない実支出のため課税の繰延ではありません。出口課税は会社側には
なく、従業員側で退職所得として課税されます

⑤ 制度の特徴

⑥ 注意点・リスク

⑦ 出口

会社側に解約返戻金のような出口はありません。従業員の退職時に、中退共
から従業員へ直接退職金が支払われて完結します（従業員側では退職所得と
して課税されます）。
会社の解散等や制度を廃止する場合の取扱いは複雑なため、事前に顧問税理
士へ相談が必要です。

⑧ よくある誤解

×「会社の積立金としていつでも取り戻せる」
○ 積立金は従業員のもの。会社に戻る仕組みはない

×「節税のための繰延策」
○ 従業員の福利厚生制度。掛金は戻らない前提の実支出の損金算入

⑨ 判断のポイント

退職金制度の整備と損金算入を両立できる制度。掛金は戻らない前提のた
め、目的は節税より人材定着に置くべきです。

本資料は制度の概要をまとめたものです。実際の適用にあたっては、必ず担当者にご相談ください。（2026年7月現在の制度に基づく） 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 経 営 者 向 け 　 ─ 　 A .  共 済 ・ 退 職 金 ・ 年 金 系 （ 積 立 型 ）

従業員の退職金を、掛金を経費にしながら外部積立できる国の制度

N o .

従業員の退職金制度を持ちたい会社向け✓
掛金は全額損金・国の助成もあり✓
掛金は会社に戻らず、退職金は従業員へ直接支払われる✓

業種ごとの資本金または従業員数の基準以下の中小企業であること・
原則として、加入対象となる従業員を公平に加入させること・
役員は原則加入できません（使用人兼務役員等で実態として雇用関係が認
められる場合を除く）

・

掛金月額は従業員ごとに5千円〜3万円から選択・

退職金制度を整備して採用力を高めたい会社・
社内に退職金の積立・管理の手間をかけたくない会社・

毎月の掛金負担を続ける余裕がない会社・
退職金の支給額を会社の裁量で調整したい会社・

新規加入時と掛金増額時に国の助成がある（新規加入助成：加入4か月目
から1年間、掛金月額の1/2・上限5千円）

・

退職金は中退共から従業員へ直接支払い・
会社に返金される仕組みはない（積立金は従業員のもの）・
掛金の減額には従業員の同意等が必要で、実務上ハードルが高い・
短期退職（掛金納付1年未満）では退職金が支給されない・

一度加入すると掛金の減額・脱退が容易ではありません・
掛金納付月数が短い従業員は、納めた掛金より受取額が少ない（または支
給なし）場合があります

・

会社都合で積立金を取り戻すことはできません・



中小企業退職金共済（中退共） 003

1. 根拠条文・通達

※条文番号は最新の法令で要確認

2. 必要書類・必要手続

3. 実務処理

4. 税務調査での確認ポイント

5. 実務上のワンポイント

6. 関連制度

更新管理　最終確認日：2026年7月／確認者：＿＿＿＿＿／次回確認予定：税制
改正大綱公表後

※条文番号・別表様式・上限額等は改正の可能性があるため、年1回の棚卸しを推奨

内部資料（顧客配布不可）。個別事案への適用は必ず最新の法令・通達を確認のこと。 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 職 員 向 け  資 料 編 　 ─ 　 A .  共 済 ・ 退 職 金 ・ 年 金 系 （ 積 立 型 ）

実務処理・根拠条文・調査対応のための内部資料

N o .

中小企業退職金共済法・
法人税法施行令135条（掛金の損金算入）・
所得税法31条（従業員側の退職所得）・

加入時：退職金共済契約申込書（金融機関経由）、従業員名簿・
運用時：掛金月額変更申込書、被共済者退職届 等・

掛金は福利厚生費等で損金処理・
退職時の支払いは中退共から直接のため、会社側の退職金仕訳は原則不要・
消費税は不課税・

役員・同居親族について、従業員性や加入資格を確認したか・
退職者の手続き遅れによる掛金の過大計上がないか・
掛金の損金算入時期・

新規加入助成・月額変更助成の対象要件と、掛金への反映状況を確認する・
パート従業員向けの特例掛金（2千円・3千円・4千円）の活用も案内する・
就業規則・退職金規程との整合性を必ず確認する・
退職者が出たら被共済者退職届を速やかに提出する運用を徹底する・

企業型DC（No.004・従業員の老後資金という点で比較対象）・
特定退職金共済（商工会議所等の類似制度）・
役員退職金（役員は原則として中退共の対象外のため別途設計）・



企業型確定拠出年金（企業型DC） 004

この制度は…（5秒でわかる結論）

① 制度の概要

会社が毎月掛金を拠出し、役員・従業員が自分で運用する年金制度です。会
社が給与とは別に拠出する掛金（事業主掛金）は会社の損金になり、受け取
る側の給与としても課税されません。拠出時・運用時が非課税で、受取時に
退職所得等として課税される仕組みです。

② 適用要件

③ 向いている人・向かない人

◎ 向いている

△ 向かない

④ 税務効果

効果の種類
損金算入・拠出時非

課税

現金支出
あり

出口課税
あり

効果の目安：事業主掛金は損金・給与非課税・社会保険料の算定対象外
※拠出時・運用時は非課税ですが、受取時に退職所得等として課税されます（控除
で軽減される設計）

⑤ 制度の特徴

⑥ 注意点・リスク

⑦ 出口

原則60歳以降に受け取るとき、受け取り方で税金の扱いが変わります（通算
加入者等期間が短い場合は受給開始可能年齢が後ろ倒しになることがありま
す）。
一時金受取：退職所得（退職所得控除が使える）
年金受取：公的年金等の雑所得
会社からの退職金と受取時期が重なると、退職所得控除の計算に影響しま
す。受取の順番・時期は事前の設計が必要です。

⑧ よくある誤解

×「いつでも引き出せる積立」
○ 原則60歳まで引き出せない年金制度

×「完全に非課税の制度」
○ 拠出時・運用時は非課税だが、受取時に課税される（控除で軽減される設
計）

⑨ 判断のポイント

損金算入と給与非課税を両立できる制度。60歳までの資金拘束と、選択制の
場合の社会保険給付への影響が判断の分かれ目です。

本資料は制度の概要をまとめたものです。実際の適用にあたっては、必ず担当者にご相談ください。（2026年7月現在の制度に基づく） 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 経 営 者 向 け 　 ─ 　 A .  共 済 ・ 退 職 金 ・ 年 金 系 （ 積 立 型 ）

会社の掛金は損金、拠出時は非課税で老後資金を作れる年金制度

N o .

役員・従業員の老後資金づくりと損金算入を両立したい会社向け✓
事業主掛金は損金・給与課税なし✓
原則60歳まで引き出せず、受取時に課税あり✓

厚生年金適用事業所であること（法人であれば原則導入可能）・
企業型年金規約を作成し、地方厚生局長等の承認を受けること・
拠出限度額は、他の企業年金がない場合等で原則月5.5万円（DB等の他制
度がある場合は他制度掛金相当額を控除した額）※2026年12月から共通
限度額が月6.2万円へ引上げ予定

・

老後資金の会社拠出で福利厚生を充実させたい会社・
採用力・定着率を高めたい会社・

60歳前に資金を使う可能性が高い場合・
導入・運営の事務負担やコストを許容できない会社・

事業主掛金は給与ではないため所得税・住民税がかからない・
事業主掛金は社会保険料の算定対象にも含まれない・
運用益も非課税で再投資される・
原則60歳まで引き出せない・
運用商品は加入者本人が選択（元本確保型も選べる）・
給与の一部を掛金に振り替える「選択制DC」は、給与規程や社会保険給
付への影響を含め別途慎重な設計が必要

・

原則60歳まで引き出せないため、資金拘束が長期に及びます・
運用結果次第では受取額が拠出額を下回る可能性があります・
導入・運営コスト（規約承認、運営管理機関の手数料等）がかかります・
選択制DCは社会保険料の等級が下がる分、将来の年金額等の給付にも影
響します

・



企業型確定拠出年金（企業型DC） 004

1. 根拠条文・通達

※拠出限度額は2026年12月改正予定。最新情報を要確認

2. 必要書類・必要手続

3. 実務処理

4. 税務調査での確認ポイント

5. 実務上のワンポイント

6. 関連制度

更新管理　最終確認日：2026年7月／確認者：＿＿＿＿＿／次回確認予定：税制
改正大綱公表後

※条文番号・別表様式・上限額等は改正の可能性があるため、年1回の棚卸しを推奨

内部資料（顧客配布不可）。個別事案への適用は必ず最新の法令・通達を確認のこと。 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 職 員 向 け  資 料 編 　 ─ 　 A .  共 済 ・ 退 職 金 ・ 年 金 系 （ 積 立 型 ）

実務処理・根拠条文・調査対応のための内部資料

N o .

確定拠出年金法・
法人税法施行令135条／法基通9-3-5の2（法人の損金算入）・
所基通36-31の2（役員・従業員の給与非課税）・

導入時：企業型年金規約（地方厚生局長等の承認）、労使合意関係書類・
運用時：掛金拠出の記録、加入者資格の得喪関係書類・

事業主掛金は福利厚生費等で損金処理・
給与課税なし（源泉徴収不要）・
社会保険の標準報酬月額に含めない（事業主掛金の場合）・
消費税は不課税（手数料部分は課税）・

規約どおりの拠出になっているか・
選択制の場合の給与減額処理の適正性・
役員を対象とする選択制DCでは、役員給与の改定時期・定期同額給与・
規約上の掛金設計

・

役員のみ優遇するような不平等な設計になっていないか・

選択制DCは社会保険料の等級低下が将来の年金額・傷病手当金等に影響
する点を必ず書面で説明する

・

役員の選択制導入は定期同額給与との関係を事前に整理する・
iDeCoとの併用ルール・限度額の管理を怠らない・
加入者への投資教育を継続的に実施する必要がある（導入時だけで終わら
せない）

・

iDeCo（個人型・併用ルールあり）・
中退共（No.003・退職金制度としての比較対象）・
小規模企業共済（No.002・経営者個人の積立）・



法人保険の活用（定期保険・養老保険・医療保険） 005

この制度は…（5秒でわかる結論）

① 制度の概要

会社が契約者となり、経営者や従業員に保険をかける方法です。保障の確保
が本来の目的ですが、保険料の一部が損金になり、解約返戻金を退職金の原
資などに充てられるため、財務対策としても使われます。定期保険・第三分
野保険のうち解約返戻金がある契約は、最高解約返戻率等に応じて保険料の
一部を資産計上します。養老保険は受取人や加入範囲によって処理が異なる
別体系です。

② 適用要件

③ 向いている人・向かない人

◎ 向いている

△ 向かない

④ 税務効果

効果の種類
損金算入・繰延

現金支出
あり

出口課税
あり

損金割合：保険種類・受取人・最高解約返戻率・払込期間等により異なる
※解約返戻金のある契約は、資産計上と将来の取崩しによる繰延型が中心です。高
い返戻率＝損金は少ない、が定期保険等の原則

⑤ 制度の特徴

⑥ 注意点・リスク

⑦ 出口

解約返戻金や保険金は会社の収益に計上し、対応する保険積立金等を取り崩
します。その差額が利益または損失になります。出口の定番は役員退職金と
の相殺です。
解約返戻率のピークと役員の退任時期を合わせ、返戻金の利益と退職金の損
金をぶつける設計が基本です。ピーク時期がずれると、課税だけが先行する
おそれがあります。

⑧ よくある誤解

×「高い返戻率の商品でも保険料を全額損金にできる」
○ 返戻率が高い商品は保険料の相当部分を資産計上する。返戻率等によって
は全額損金となる契約もある

×「保険に入れば節税できる」
○ 多くは課税の繰延。保障の必要性と出口設計がなければ効果は限定的

⑨ 判断のポイント

保障の必要性が出発点。保険種類ごとの損金割合と返戻率ピークを踏まえ、
退職金等の出口とセットで設計できる場合に検討すべきです。

本資料は制度の概要をまとめたものです。実際の適用にあたっては、必ず担当者にご相談ください。（2026年7月現在の制度に基づく） 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 経 営 者 向 け 　 ─ 　 A .  共 済 ・ 退 職 金 ・ 年 金 系 （ 積 立 型 ）

保障を確保しながら、保険料の一部を損金にできる保険の法人契約

N o .

保障・退職金準備・利益調整を組み合わせたい会社向け✓
保険の種類ごとに税務ルールが異なる✓
解約返戻金・受取保険金の課税まで含めた出口設計が必須✓

契約者＝法人、被保険者＝役員・従業員であること・
保険の種類・受取人・解約返戻率により経理処理が異なる・
養老保険の福利厚生プランは、受取人設定と従業員の加入範囲の合理性・
公平性が必要

・

経営者に万一があった場合の事業リスクが大きい会社・
退職金の原資を保障とセットで準備したい会社・

保険料の継続支払いに余裕がない会社・
「節税」だけを目的に加入を検討している会社・

定期保険・第三分野保険：最高解約返戻率に応じて損金割合が変わる（高
い返戻率ほど資産計上割合が大きい）

・

養老保険（いわゆるハーフタックスプラン）：受取人設定と加入範囲の要
件を満たす一定の福利厚生プランに限り、保険料の1/2を損金にできる

・

医療・がん保険：一定の短期払契約は、被保険者1人あたり年換算保険料
30万円以下なら支払時に損金処理できる特例あり

・

解約返戻金のある契約では、解約時期により返戻率が大きく変動する・

「節税目的」だけの加入は、保障が不要になった時点で意味を失います・
解約返戻率のピークを逃すと大きく元本割れする商品があります・
税務ルールは過去に何度も改正されており、今後も変わる可能性がありま
す

・

養老保険の福利厚生プランは加入範囲に偏りがあると否認されるリスクが
あります

・



法人保険の活用（定期保険・養老保険・医療保険） 005

1. 根拠条文・通達

※通達番号・区分基準は最新版で要確認

2. 必要書類・必要手続

3. 実務処理

4. 税務調査での確認ポイント

5. 実務上のワンポイント

6. 関連制度

更新管理　最終確認日：2026年7月／確認者：＿＿＿＿＿／次回確認予定：税制
改正大綱公表後

※条文番号・別表様式・上限額等は改正の可能性があるため、年1回の棚卸しを推奨

内部資料（顧客配布不可）。個別事案への適用は必ず最新の法令・通達を確認のこと。 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 職 員 向 け  資 料 編 　 ─ 　 A .  共 済 ・ 退 職 金 ・ 年 金 系 （ 積 立 型 ）

実務処理・根拠条文・調査対応のための内部資料

N o .

法基通9-3-4〜9-3-6の2（保険料の取扱い）・
令和元年改正通達（定期保険・第三分野保険の資産計上ルール／返戻率
50・70・85%区分）

・

国税庁タックスアンサーNo.5363（養老保険）・No.5364（定期保険等）・

保険契約書、保険設計書（返戻率推移表）・
養老保険の場合：加入対象者の範囲が分かる社内規程・
解約時：解約返戻金計算書・

定期・第三分野（最高解約返戻率50%以下）：原則、期間の経過に応じて
損金

・

同50%超：区分（50超70以下／70超85以下／85超）に応じ前半期間の一
定割合を資産計上

・

資産計上期間終了後は取崩期間に応じて損金振替・
養老保険（いわゆるハーフタックスプラン、一定の要件を満たす福利厚生
プランに限る）：1/2損金・1/2資産計上

・

医療等の短期払特例：被保険者1人あたり年換算30万円以下の判定・
解約時：返戻金と資産計上額の差額を雑収入（又は雑損失）で処理・

返戻率区分と資産計上割合の対応関係・
資産計上期間終了後の損金振替処理（取崩し）の適正性・
養老保険の加入範囲の合理性・公平性（特定者のみの偏り）・
解約返戻金の益金計上漏れ・
名義変更時の評価（低解約返戻金型の名義変更ルール）・

返戻率ピーク時期を顧客ごとに一覧管理し、退任時期とのズレを毎年
チェックする

・

保険提案は代理店主導になりがち。税務側から出口の実現可能性を必ず検
証する

・

資産計上期間の終了年度をあらかじめ台帳化し、損金振替の処理漏れを防
ぐ

・

名義変更プラン等の過去スキームは既に封じられているものが多い。古い
知識で提案しない

・

役員退職金（出口の受け皿として一体設計）・
経営セーフティ共済（No.001・少額の繰延枠）・
小規模企業共済（No.002・役員個人サイドの積立）・



短期前払費用(家賃・保険料等の前払い) 006

この制度は…（5秒でわかる結論）

① 制度の概要

支払った日から1年以内に受けるサービスの対価について、継続して同じ処
理をすることを条件に、支払った事業年度の経費として認められる取扱いで
す。事務所家賃や保険料などの前払いによく使われます。

② 適用要件

③ 向いている人・向かない人

◎ 向いている

△ 向かない

④ 税務効果

効果の種類
時期調整

現金支出
あり

出口課税
なし

効果の目安:前払額がそのまま今期の経費になる(効果が出るのは実質初年度
のみ)
※翌期以降は「前払いを続けている状態」が続くだけで、追加の効果はありません

⑤ 制度の特徴

⑥ 注意点・リスク

⑦ 出口

前払いを翌期以降やめる場合、翌期の費用がすでに前倒しで計上済みのた
め、その期の利益が増加します。解約時の課税のような出口はありません
が、「やめる期」に利益の反動が来る点は、始める前に理解しておく必要が
あります。やめるなら利益が少ない期に合わせるのが基本です。

⑧ よくある誤解

×「毎年節税になる制度」
○ 効果は実質初年度のみ。費用計上の時期を前倒しするだけの制度

×「どんな費用にも使える」
○ 継続的で内容が一定した役務が基本。個別業務を含む顧問料等は対象にな
らない場合が多い

⑨ 判断のポイント

今期の利益圧縮には有効ですが、効果は初年度限り。やめる期に利益の反動
が来るため、出口の時期まで決めてから始めるべきです。

本資料は制度の概要をまとめたものです。実際の適用にあたっては、必ず担当者にご相談ください。（2026年7月現在の制度に基づく） 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 経 営 者 向 け 　 ─ 　 B .  費 用 の 前 倒 し ・ 繰 延 系

1年以内のサービス対価を、支払った期の経費にできる制度

N o .

今期利益を圧縮したい会社向け✓
継続適用が前提(途中でやめると翌期の利益が増える)✓
あくまで時期の前倒し。納税額の総額が減るわけではない✓

一定の契約に基づき、継続的に提供される役務の対価であること・
支払った日から1年以内に役務の提供を受けるものであること・
支払った額を継続して費用処理していること(毎期同じ処理を続ける)・
売上原価となる費用は対象外。事業規模等に照らして重要性が高い場合は
認められない可能性があります

・

今期利益が多く出た会社・
家賃や保険料など継続的な支払いがある会社・

前払いする現金の余裕がない会社・
翌期以降利益が急減する見込みの会社・

家賃、保険料、地代等の継続的な費用に使える。借入利息については契約
内容・利率・元本変動等により適用可否を慎重に判断する必要がある

・

一度採用したら継続適用が前提・
効果が大きいのは初年度のみ(2年目以降は毎期同額の経費が続くだけ)・
年払いへの契約変更が必要になる場合がある・

翌期以降にやめると、その期だけ費用が不足し利益が急増します・
継続要件を満たさないと否認されるリスクがあります・
事業規模・利益・費用総額等に照らして重要性が高い場合は、否認された
裁判例もあります

・

現金が先に出ていくため、資金繰りへの影響は要確認です・



短期前払費用(家賃・保険料等の前払い) 006

1. 根拠条文・通達

※通達番号は最新版で要確認

2. 必要書類・必要手続

3. 実務処理

4. 税務調査での確認ポイント

5. 実務上のワンポイント

6. 関連制度

更新管理　最終確認日：2026年7月／確認者：＿＿＿＿＿／次回確認予定：税制
改正大綱公表後

※条文番号・別表様式・上限額等は改正の可能性があるため、年1回の棚卸しを推奨

内部資料（顧客配布不可）。個別事案への適用は必ず最新の法令・通達を確認のこと。 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 職 員 向 け  資 料 編 　 ─ 　 B .  費 用 の 前 倒 し ・ 繰 延 系

実務処理・根拠条文・調査対応のための内部資料

N o .

法人税基本通達2-2-14(短期前払費用)・
重要性の乏しいものに限る旨の運用(判例・裁決例あり)・

前払費用に関する契約書(家賃・保険料等。年払い条項への変更を含む)・
支払時期・役務提供期間が分かる証憑・

支払時に地代家賃・保険料等で損金処理(資産計上しない)・
継続適用の記録を毎期残す・
消費税は原則、支払時に課税仕入れとして計上(消基通11-3-8)・
仕入税額控除には、原則として前払期間全体に係る適格請求書等の保存が
必要

・

継続して同じ処理をしているか・
1年以内の役務提供であるか・
役務の内容が時期により変動しないか(個別業務の対価が混ざっていない
か)

・

収益との直接の対応関係がある費用でないか(転貸目的の借上家賃等は対
象外)

・

金額の重要性(事業規模・利益・同種費用との比較で総合判断)・

導入時は「継続適用します」という社内合意を記録に残す・
契約書の支払条項を年払いに変更してから実行する(契約と支払実態の不
一致は否認リスク)

・

やめる場合は利益状況を見ながら計画的に行う・
翌期以降の資金繰り表に前払時期を反映しておく・

経営セーフティ共済の前納(No.001・1年以内の前納損金算入という点で類
似)

・

未払費用・社会保険料の計上時期(No.010・逆方向の時期調整)・



決算賞与 007

この制度は…（5秒でわかる結論）

① 制度の概要

事業年度末までに支給額が確定した従業員への賞与は、期末時点で未払いで
も、一定の要件を満たせば当期の経費にできます。利益が出た期に従業員へ
還元しつつ、法人税の負担を抑える方法として使われます。

② 適用要件

③ 向いている人・向かない人

◎ 向いている

△ 向かない

④ 税務効果

効果の種類
時期調整

現金支出
あり

出口課税
なし

効果の目安:支給額の全額が当期の損金(通知・支払・経理の3要件充足が前
提)
※翌期に支払う賞与を当期に前倒し計上する時期調整です

⑤ 制度の特徴

⑥ 注意点・リスク

⑦ 出口

解約や将来の課税のような出口はありません。ただし、賞与は一度出すと従
業員の期待値になりやすく、翌期以降「今年はなし」としづらくなる面があ
ります。単発のつもりが恒常化する可能性まで含めて、支給水準を決めるこ
とが大切です。

⑧ よくある誤解

×「未払計上すれば現金を出さずに節税できる」
○ 翌期1か月以内の全額支払いが要件。支払えなければ損金になりません

×「節税になるから得」
○ 税金は減るが、それ以上の現金が賞与として出ていきます

⑨ 判断のポイント

従業員への還元と利益圧縮を両立できる制度。3要件は形式基準のため、通
知の証拠化と1か月以内の確実な支払いがすべてです。

本資料は制度の概要をまとめたものです。実際の適用にあたっては、必ず担当者にご相談ください。（2026年7月現在の制度に基づく） 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 経 営 者 向 け 　 ─ 　 B .  費 用 の 前 倒 し ・ 繰 延 系

期末までに支給を決めた従業員賞与を、未払でも当期の経費にできる制度

N o .

利益を従業員に還元しながら今期の経費にしたい会社向け✓
3つの要件(通知・1か月以内支払・損金経理)が絶対条件✓
支給は現金流出。節税額より出ていくお金の方が大きい✓

次の3つをすべて満たすことが条件です。・
支給額を、同時期に支給するすべての従業員に対して各人別に通知してい
ること

・

通知した日の属する事業年度終了の日の翌日から1か月以内に全員へ支払
うこと

・

通知した事業年度で損金経理していること・

利益を従業員に還元したい会社・
資金繰りに余裕があり、翌月に支払える会社・

支払資金の確保が難しい会社・
「節税額>支出額」を期待している会社(必ず支出の方が大きくなります)・

対象は原則として従業員(役員賞与は原則損金になりません)※使用人兼務
役員の使用人職務分を含む場合があります

・

期末未払いでも当期の損金にできる数少ない費用・
支給額の通知が要件のため、事前の資金計画が必要・
社会保険料の負担も連動して発生する・

支給日に在籍する者のみに支給する規定(在籍要件)があると、通知した賞
与全体が否認されます

・

1人でも期限内に支払われないと、通知した賞与全体について損金算入が
認められないおそれがあります

・

通知の事実を証明できないと税務調査で否認されるリスクがあります・
賞与に伴う社会保険料の会社負担も忘れずに見積もる必要があります・



決算賞与 007

1. 根拠条文・通達

※条文番号は最新の法令で要確認

2. 必要書類・必要手続

3. 実務処理

4. 税務調査での確認ポイント

5. 実務上のワンポイント

6. 関連制度

更新管理　最終確認日：2026年7月／確認者：＿＿＿＿＿／次回確認予定：税制
改正大綱公表後

※条文番号・別表様式・上限額等は改正の可能性があるため、年1回の棚卸しを推奨

内部資料（顧客配布不可）。個別事案への適用は必ず最新の法令・通達を確認のこと。 制度カルテ｜法人版
Ver.1.0

2026年7月23日現在

制 度 カ ル テ ｜ 職 員 向 け  資 料 編 　 ─ 　 B .  費 用 の 前 倒 し ・ 繰 延 系

実務処理・根拠条文・調査対応のための内部資料

N o .

法人税法施行令72条の3(使用人賞与の損金算入時期)・
法人税基本通達9-2-43・9-2-44(支給額の通知)・

各人別の支給額通知書(交付日が分かる形。受領サイン又はメール送信記
録)

・

支払日が確認できる振込記録・
賞与支給規程(退職者の取扱い条項に注意)・

当期:賞与(未払金/未払費用)で損金経理・
翌期:支払時に未払金を消し込む・
決算時点で未払いの賞与に対応する健康保険・厚生年金保険料の会社負担
分は、賞与が実際に支給されるまで債務が確定しないため、原則として当
期には未払計上できない(翌期の損金)

・

源泉所得税は支払時に徴収・

通知日・通知方法の証拠(全員分)・
支払日が期末から1か月以内か(全員分)・
就業規則・賞与規程に「支給日在籍要件」がないか(あると通知の効力が
否定される)

・

損金経理の有無・

支給日在籍要件がある賞与規程のまま実行すると否認される。規程を必ず
先に確認し、必要なら決算賞与について在籍要件を適用しない旨の労使合
意・決議を事前に書面化する

・

通知書は交付日と金額を残す(メール送信なら送信記録ごと保存)・
振込は1回で全員分実行し、支払漏れを防ぐ・
社会保険料の会社負担分まで含めた資金計画を提示する・

未払費用・社会保険料の計上時期(No.010)・
役員報酬の事前確定届出給与(役員側の賞与の仕組み)・



貸倒引当金の活用(個別評価・一括評価) 008

この制度は…（5秒でわかる結論）

① 制度の概要
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② 適用要件

③ 向いている人・向かない人

◎ 向いている

△ 向かない

④ 税務効果
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繰延
go¡�M¹+s

なし
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戻入あり

効果の目安:繰入額が当期の損金(現金支出なし)。翌期に同額が戻入益になる
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⑤ 制度の特徴

⑥ 注意点・リスク

⑦ 出口
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⑧ よくある誤解

×「引当金を積めば積むほど節税できる」
○ 繰入限度額までしか損金にならず、翌期に戻入益が立つ

×「どの会社でも使える」
○ 一般の法人では中小法人等に適用が限定されている

⑨ 判断のポイント

現金を使わず損失を前倒しできる中小企業の調整弁。効果は残高の増減分だ
けであり、限度額計算の正確さが生命線です。
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Ver.1.0

2026年7月23日現在
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売掛金・貸付金が多い中小企業向け✓
繰入は経費・翌期の戻入は利益(実質は差額の調整)✓
現金支出ゼロで使える数少ない調整弁✓
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